
阿賀野市告示第９３号 

阿賀野市介護保険料過誤納返還金取扱要綱を次のように定める。 

令和４年５月２３日 

阿賀野市長 田 中 清 善   

 

阿賀野市介護保険料過誤納返還金取扱要綱 

（目的）  

第１条 この告示は、介護保険料に係る過誤納金（瑕疵ある賦課処分により納付され、

又は納入されたものに限る。）のうち介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定

により還付することのできない過誤納金相当額（以下「還付不能金」という。）及び

還付不能金に係る利子相当額（以下「利子相当額」という。）について、介護保険料

過誤納返還金（以下「返還金」という。）を支払うことにより被保険者の不利益を補

填し、もって被保険者の負担の公平と行政に対する信頼の確保を図ることを目的とす

る。  

（支出の根拠）  

第２条 返還金は地方自治法(昭和２２年法律第６７号)第２３２条の２(寄附又は補助)

の規定に基づき支出するものとする。  

（返還対象者）  

第３条 返還金の支払いを受けることのできる者（以下「返還対象者」という。）は介

護保険料を納付した者で還付不能金を有するものとする。  

２ 返還対象者が死亡しているときは、当該対象者の相続人代表者とする。 

３ 返還対象者の所在が不明な場合は、当該返還金の支払いは行わないものとする。 

（返還金の範囲） 

第４条 返還金の額は、次に掲げる額の合計額とする。  

 (１) 還付不能金  

 (２) 利息相当額  

２ 前項第１号の還付不能金は、市の保管する介護保険料賦課資料に基づいて算出する

ものとする。 

３ 第１項第２号の利息相当額は、還付不能金の納付があった日の翌日から、還付不能

金の支出を決定した日までの期間の日数に応じて、当該還付不能金に地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第１７条の４に定める割合を乗じて算定した額とする。ただ

し、その利息相当額に百円未満の端数があるときはその端数を、その利息相当額が千

円未満である場合においてはその全額を切り捨てるものとする。 

（返還金の支払対象期間）  

4.6.2 



第５条 返還金の対象期間は、地方税法第１７条の５及び同法第１８条の３の規定に基

づく期間とする。  

（返還金の通知）  

第６条 市長は、返還金の支払いを決定したときは、阿賀野市介護保険料過誤納返還金

支払決定通知書（別記様式）により、返還対象者に通知するものとする。  

（返還金の支払）  

第７条 市長は、前条の規定により通知したときは、速やかに返還金を返還対象者に支

払うものとする。 

（充当の禁止）  

第８条 返還対象者に納入すべき介護保険料等の徴収金がある場合において、返還金を

当該徴収金に充当することはできない。 

（その他）  

第９条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

 この告示は、令和４年５月２０日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

  



別記様式（第６条関係） 

 

阿賀野市介護保険料過誤納返還金支払決定通知書 
 

年     月    日   

住所   

 

氏名   様 

阿賀野市長               印    

この度、あなた様に係る介護保険料の賦課決定に誤りがありました。多大なご迷惑をおかけし、誠に申し

訳ございません。更正の結果、次のとおり還付の手続きをさせていただきましたので、ご通知申し上げま

す。 

被保険者氏名  宛名番号  

科  目 介護保険料 還付の事由  

年  度 還付不能金（円） 利息相当額（円） 合計（円） 

 年度    

 年度    

 年度    

 年度    

 年度    

合 計（円）    

返還金は次の口座へ振り込みます。 

金融機関  支店名  

種  別  口座番号  

口座名義人  

支払日 年   月   日 

 


